
SEPTEMBER 2020
No.765

PTEMBERSEPPTEMBERSEPPTEMBEREP 20202020
No 765No.765

https://www.idj.co.jp


特集特集「共創」の時代へ
転機迎える開発援助

2020.9　国際開発ジャーナル 17IDJ　September 202016

ザンビアでネリカ米の指導をする協力隊員＝（一社）協力隊を育てる会提供

先進国が開発途上国を“弱者”として助ける「開発援助」の時代は終わった。これからは共に学び合
い、持続可能な未来を創る「共創」の時代だ―。新興国や途上国が経済的に力をつけ、デジタル化
など社会的にも急速な発展を見せる中、近年、叫ばれつつあった言葉だ。先進国も途上国も共に
影響を受けた今回のコロナ危機は、「共創」時代の本格的な到来をもたらすきっかけになるかもし
れない。開発関係者たちはこの転換期をどう捉えているのか。

1．総論
 そろりと踏み出した“デジタル共創時代”

2．新たな戦略へ
 外務省 国際協力局 政策課長　　臼井 将人氏
 経済産業省 貿易経済協力局 総務課 課長補佐　工藤 さやか氏
 国際協力機構（JICA） 副理事長　山田 順一氏
 （株）オリエンタルコンサルタンツグローバル 取締役副社長　森本 裕二氏
 （特活）国際協力NGOセンター（JANIC） 事務局長　若林 秀樹氏

3．注目分野の潮流
　 インフラ　　内閣官房副長官補付 内閣参事官　佐藤 勝氏／阿部 一郎氏
　人材育成　（一財）海外産業人材育成協会（AOTS） 理事長　桒山 信也氏
　　 DX　　（一社）ICT for Development 代表理事　狩野 剛氏

4．地域研究者の展望
　 新興国　　学習院大学 国際社会科学部 教授　末廣 昭氏
　 アフリカ　  ブラッドフォード大学 社会科学学部 上級講師　デイビッド・ハリス氏
　 大洋州　　東海大学 講師　黒崎 岳大氏
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ブームは去る

　私は４年間、（株）野村総合研
究所でITエンジニアとして働い
たのち、2008年に国際協力機構
（JICA）へ入構した。JICAではル
ワンダやバングラデシュでITプ
ロジェクトを手掛けていた。現在
は米国ミシガン大学で国際開発分
野において情報通信技術（ICT）を
応用する「ICT for Development」
（ I C T 4 D）を研究する傍ら、
ICT4Dに関する情報発信やセミ
ナーなどを行う（一社）ICT for 
Developmentの代表理事を務め
ている。
 IT活用に関しては、世界銀行や
国連児童基金（UNICEF）が積極
的な印象だ。世銀はプロジェクト
のIT活用を支援する専門家集団
を有しているほか、ビッグデータ
の活用も進めている。例えば、衛
生画像からスラム地域を機械学習
で分析し、国勢調査を行わずに貧
困地域を特定する試みなどがある。
　UNICEFは国際電気通信連合
（ITU）と組んで、世界中の小学校
をインターネットに接続する
「GIGAイニシアチブ」を進めてい
る。さらに、「イノベーション・
ファンド」を立ち上げ、ブロック
チェーンを活用して社会課題の解
決を目指す開発途上国のスタート

アップ企業へ投資しているほか、
2019年には国連機関初の「仮想
通貨ファンド」を設立し、イノベ
ーション・ファンドを卒業した企
業８社に仮想通貨による投資を行
っている。仮想通貨は変動リスク
が高いものの、銀行送金に比べて
手数料が安いのも魅力の１つだ。
 ブロックチェーンは一年半前ご
ろにブームとなったが、今は
UNICEFをはじめ本腰を入れて
やろうとしている組織だけが残っ
ている。何事もそうだが、IT分
野でもブームが来ては去る、とい
うサイクルを繰り返している。現
在、注目が集まるデジタルトラン
スフォーメーション（DX）も恐
らく似たような道をたどるだろう。

知識と経験を分けた上で活用を

 一方、DXだけで政府開発援助
（ODA）事業のすべての業務を
賄うことは不可能だ。例えば研修
事業では、知識を学ぶ側面と経験
を得る側面がある。知識はオンラ
イン上で学べるが、現地を実際に
訪れる経験は代替できない。国連
では紛争地のイラクの状況を仮想
現実（VR）で再現し、ある程度
の現場感覚を体験する試みもある
が、それでも現地のにおいや温度
など肌感覚を得ることはVRでも
難しい。研修で日本人の「時間を

守る」感覚を伝えたいのであれば、
それこそ体験してもらうほかない。
DXを進める上では、知識と経験
を分けて考えた方がいい。また途
上国の中でもIT活用に関する素
地がある分野をDXで支援するの
が正しいアプローチだといえる。
　開発コンサルティング企業にお
いても、IT人材がより必要にな
るだろう。ただ、その育成には時
間がかかる上、人材の雇用が難し
い企業もあると思う。そこでIT
の専門家と連携し、各々が国際開
発とITそれぞれの専門性を生か
していくことで、プロジェクト全
体で人材のハイブリッド化を目指
すのが現実的だ。先述の世銀の例
では、経済学者が衛星画像で貧困
地域を特定するアイデアを出し、
データサイエンティストが画像分
析を行うといった分業体制をとっ
ている。
　IT業界では、自身の持つ技術を
生かして途上国や社会課題の解決
に貢献したい人が増えている。
ICT for Developmentは先日、
ICT4Dに関するオンライン勉強会を
４日間開催した。延べ1,000人もの
申し込みがあり、民間IT企業の社
員も大勢参加していた。日本の開発
業界でもITエンジニアとつながる機
会を積極的に作ることが、DXのカギ
となるだろう。

なくせない現場での研修

　AOTSは開発途上国の産業人材
を対象に、日本的経営や技術を伝
えるための国内外の研修や日本人
専門家の海外派遣を実施している。
昨年、晴れて60周年を祝ったと
ころだ。現在、新型コロナウイル
スの世界的な蔓延でわれわれの人
材育成事業でも、国庫補助金や委
託費に依らない「自主事業」とし
て、タイを対象に５月にトライア
ルで無料のオンライン研修、７月
には同じくタイで有料のオンライ
ン研修を実施した。国庫補助事業
や委託事業でも、オンライン研修
の実施に向けた協議を進めており、
すでに一部は開始している。本格
的なプログラム始動は秋以降とな
る見込みだ。
 ただ、協会が従来から実施して
いる受入研修や専門家派遣による
指導をオンラインで完全に置き換
えることはできない。企業の本来
の目的を達成するためには、やは
りオンラインと現場での研修の組

み合わせが必要である。実際の現
場を見ることでしか得られない学
びや気付きも多い。ひとまず現状
でできることから手掛け、渡航が
再開されれば、受入研修や専門家
派遣を再開していきたい。

地方創生や海外展開につなげる

 途上国の技術力が急速に高まる
中で「日本の優位性はどこにある
か」「これからも日本が伝授でき
る知見は何か」という悩みもある。
こうした中、協会としてもイノベ
ーションやIoT活用など新しいテ
ーマでの研修コース開発にも力を
入れている。また、近年では台湾
を対象に企業経営者・管理者向け
の研修を実施しているが、すでに
一定の発展を遂げ、産業レベルが
高くなった台湾にとってみても、
日本での研修参加にメリットを感
じており、いまだ日本の経営ノウ
ハウは優位性があるように思われ
る。また、協会がオンラインによ
る海外人材育成を展開するにあた
って、「AOTS同窓会」との協働を
進めている。この同窓会は過去の
研修参加者が世界44カ国・地域
73カ所で組織し、各地で人材育
成、各国との交流促進のための親
睦活動や協力事業を展開している。
 先述したタイでのオンライン研
修は、同国の同窓会の協力がなけ

れば実現できなかった。この同窓
会は日タイ間のビジネス協力を強
化しようと、かねてから同窓会独
自で日本的経営や日本語を学ぶオ
ンライン研修を実施しており、お
互いの活動において協力し合い、
強固なつながりを築いてきた。
　その他、インド南部にあるケラ
ラ州の同窓会との協働により、日
本の地方創生事業において、島根
県松江市が進めるIT産業の振興
の一環で海外の優秀な人材の獲得
を支援した実例がある。この協力
の結果、現在５人のインド人学生
が山陰地方に拠点を持つIT企業
に就職している。
 アフリカにおける人材育成につ
いては、近年アフリカからインド
に研修生を招聘して実施する、い
わゆる第三国型海外研修という形
での実施事例があるが、こうした
第三国協力をオンラインで補完で
きないか模索している。インドの
同窓会ではアフリカでビジネス展
開しているメンバーも多く、アフ
リカで研修事業ができるよう、
AOTSが双方を仲立ちする形で後
押しし、ゆくゆくは日本企業のア
フリカビジネスの活性化にも貢献
できる形にしていければと考えて
いる。今後も同窓会ネットワーク
を通じて、人材育成事業の可能性
を広げていく所存だ。

同窓会ネットワークをカギに新規開拓に挑む 国際機関で仮想通貨による投資も開始
（一財）海外産業人材育成協会（AOTS） 理事長　桒山 信也氏

人材育成 DX

（一社）ICT for Development 代表理事／ミシガン大学 情報学大学院 助手兼博士過程在籍　狩野 剛氏

「共創」の時代へ～転機迎える開発援助

2019年７月に東京で開催されたAOTS創立60周年記
念シンポジウム=編集部撮影


